
政府原子力災害現地対策本部ニュースレター
第９号 平成２３年 ６月３０日

東日本大震災、東京電力福島第一原子力発電所事故のために、現在避難または
避難の準備をされている皆様には、夏を迎えて日ごとに暑さが増す中、大変な御不
便・御心配をおかけしております。

今回は、特定避難勧奨地点、緊急時避難準備区域等における生活の注意や、原子
力賠償審査会が順次公表しております「原子力損害の範囲の判定等に関する指針」
の内容を御紹介します。

夏季を迎えての生活の留意点

「特定避難勧奨地点」においては、生活形態によっては１年間同じ地点に継
続して居住し続けた場合に、積算線量が２０ミリシーベルトに達するおそれが
ありますが、通勤や通学、買い物を行う場所を含めた生活圏全体に広がるほ
どの地域的な広がりはありません。

このことから、通常の生活を行うなかで積算線量が２０ミリシーベルトに達す
るおそれは小さく、この地点に継続して居住しても差し支えありません。また、
以下の点に留意することで受ける放射線の量を低減することが可能です。

＜外出時＞
� 通常の服装（夏季であれば半袖）で問題ない。

� 気になるようであればマスクをする。土や砂を口に入れないように注意し、
口に入った場合には よくうがいをする 特に乳幼児は 砂場の利用を

「特定避難勧奨地点」での生活の留意点
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口に入った場合には、よくうがいをする。特に乳幼児は、砂場の利用を
控えるなど注意が必要。

� ほこり等が多いところでの喫煙、飲食等を避ける。
＜飲食＞
� 蛇口からの上水及び井戸水は摂取制限がなければ、飲用して問題ない。
� 家庭菜園の葉菜類を食べる場合は十分に水で洗う。
（市場に出回っている食品は飲食して問題ない。）

� 河川水、雨水は飲用に用いない。
＜屋外からの帰宅時、屋内にいる時＞
� 靴の泥をできるだけ落とす。手や顔を洗い、うがいをする。
� 屋内でのエアコンの使用は問題ありません。
� 屋外に長時間いたペットを屋内にいれるときは体を拭く。
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通常の生活における作業や農業を含む産業活動に伴う業務を行っても、

２０ミリシーベルトに達するおそれは小さく、作業を行っても差し支えありませ
ん。また、泥や落ち葉が堆積している雨水溝や家屋の雨樋などの清掃作業
は、生活環境の放射性物質量を大きく減らすことができます。これらの作業
を行う場合には、以下の事項を守ったうえで実施してください。

� 事前に計画をたてたうえで、長時間の作業にならないようにする。作業
回数を必要最小限にとどめる。

� マスク、ゴム手袋、ゴム長靴、長袖を着用する。
� 作業後に手足、顔も露出部分をよく洗い、うがいをする。

� 作業後、屋内に入る際には、靴の泥をなるべく落とす。服を着替えるなど、

「特定避難勧奨地点」での作業時の留意点

「緊急時避難準備区域」は、常に緊急時に屋内退避や自力での避難ができ
るようにすることが求められている区域です。夏季においては、半袖・半ズボ
ンの服装で構いませんし、窓を開けて生活していただいても差し支えありませ
ん。なお、気になる場合、以下の点に注意することで受ける放射線の量を低
減する効果が期待できます。

「緊急時避難準備区域」での生活の留意点

泥、ちりやほこり等をもちこまないようにする。

※ただし、作業が長時間に及ぶ場合や、除去した汚泥などの置き場所や、
それらを処分する方法など管理が困難な場合には、無理に作業を行わ
ず、国や県、市町村に相談してください。

６月３０日
改訂版
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＜外出時＞
� 通常の服装で構わない。土や砂を口に入れないように注意する。
（雨は特段留意するものではない。）

＜飲食＞
� 蛇口からの上水及び井戸水は摂取制限がなければ、飲用して問題ない。
� 家庭菜園の葉菜類を食べる場合は十分に水で洗う。
（市場に出回っている食品は飲食して問題ない。）

� 河川水、雨水は飲用に用いない。
＜屋外からの帰宅時、屋内にいる時＞
� 靴の泥をできるだけ落とす。手や顔を洗い、うがいをする。
� 屋内でのエアコンの使用は問題ありません。
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「計画的避難区域」は、居住し続けた場合に１年間の積算線量が２０ミリシー
ベルトに達するおそれのある地域で、住民の方には計画的避難にご対応いた
だきました。この地域は、警察や自治体により２４時間体勢の警備が行われ
ています。

避難後は、住民の方が家財等を持ち出すための一時的な立入りや、町村に
より事業継続が認められた事業所での勤務のための立入りを除き、原則とし
て立入りは認められません。

また、一時的な立入りの際に、気になる場合は、以下の点に注意することで
受ける放射線の量を低減する効果が期待できます。
ただし 不要な被ばくを防ぐために 不要不急の立入りは控えていただくと

「計画的避難区域」に立ち入るときの留意点

６月３０日
改訂版

ただし、不要な被ばくを防ぐために、不要不急の立入りは控えていただくと

ともに、用事が終わったら速やかに区域内から出ていただき、宿泊は決して
行わないでください。

� 屋外での作業を控え、できるだけ徒歩より車を利用する。
� 通常の服装（半袖）で問題ない。気になるようであればマスクをする。
（雨は特段に留意するものではない）

� 土や砂を口に入れないように注意し、口に入った場合には、よくうがいを
する。ほこり等が多いところでの喫煙、飲食等を避ける。

� 屋内に入るときは靴の泥をできるだけ落とす。手や顔を洗い、うがいす

る。土ぼこりが多いときには窓を閉める。ただし、暑さ対策として風の吹
き込まない窓を開け、必要な時間、換気をする。

� 屋外にあったもの（自転車等）を運び出す際は、洗浄するか、拭き取る。
� 屋外で飼っているペットを連れ出す際は、体を洗浄するか、拭き取る。
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屋外 飼 る ッ を連れ出す際は、体を洗浄する 、拭き取る。
� 蛇口からの上水及び井戸水は摂取制限がなければ、飲用して問題ない。

※電気のブレーカーを上げたり、閉めていたガスや水道の元栓を開けたり
した方は、退去時に元の状態にすることを忘れないで下さい。

半袖、半ズボンなど通常の服装
で過ごして問題ありません
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「原子力損害の賠償に関する法律」の規定に基づき設置された中立的な
第三者機関です。
審査会においては、原子力発電所事故の被害者と原子力事業者との間
の損害賠償金の支払いの交渉を円滑に進めるため、賠償の対象となる損
害の範囲を指針として示したり、両者で紛争が生じた場合には和解の仲介
を行ったりすることを主な任務としています。

「原子力損害賠償紛争審査会」とはなんですか？

原子力損害の賠償について

被害者の方々の迅速な救済に資するため、東京電力（株）による賠償の
対象となる損害の範囲について、認められる可能性が高いものを、順次
「原子力損害の範囲の判定等に関する指針」として公表しているものです。

４月２８日に第一次指針が、５月３１日に第二次指針が、また、６月２０日
に二次指針追補が策定されています。
具体的な内容については、次のページに一覧で整理しました。
今後、必要に応じて順次追加を行っていく予定です。

なお、これらの指針を踏まえ、損害賠償額の一部に充当されるものとして、
既に東京電力による仮払いが一部実施されています。
また 含まれな 損害 も 個 証 東京電力

「指針」とはなんですか？
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また、上記に含まれない損害についても、個別に証明の上で東京電力に
請求することが可能です。

指針の内容等については、文部科学省のホームページでご覧いただくこ
とが可能です。

http://www.mext.go.jp/a_menu/anzenkakuho/baisho/1304756.htm

仮払補償金の具体的な手続のご相談は
東京電力福島原子力補償相談室まで

（コールセンター）０１２０－９２６－４０４
受付時間 毎日（土日含む） ９：００～２１：００
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第一次、第二次指針とその追補で示された損害の主な内容を以下の表に整
理します。なお、この指針の内容を踏まえ、東京電力において、一部仮払補償
金の支払いが始まっています。詳細はコールセンターにお問い合わせ下さい。

「指針」の中身はどのようなものですか？

政府による
避難等の
指示に係る

○避難や一時立入に伴う交通費・宿泊費

○正常な日常生活の維持・継続が長期間にわたり著しく阻害された
ことによる精神的苦痛
【額の目安】 ・第１期（事故後６ヶ月間） ・・・月額１０万円

ただし、避難所にいた期間 ・・・月額１２万円
指示解除日まで屋内待避したもの・・・１０万円

・第２期（第１期終了後６ヶ月間） ・・・月額５万円

○帰宅時の交通費
○働けなくなったことによる給与等の減少指示に係る

損害

○働けなくなったことによる給与等の減少
○放射線被ばくの検査費用
○避難によって生じた健康状態の悪化による治療費
○営業、取引などの減収分
○商品の廃棄費用、営業拠点の移転費
○商品の汚染検査費用
○物の価値の喪失又は減少分

政府による
航行危険

区域設定に
係る損害

○漁業の操業が困難なことによる減収分
○航路を迂回することによる費用増加分
○働けなくなったことによる給与等の減収

政府等による
出荷制限

指示等に係る
損害

○出荷、作付、放牧等制限指示等による減収分
○商品の廃棄費用等追加的費用
○働けなくなったことによる給与等の減収
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いわゆる
風評被害

○農林漁業
少なくとも出荷制限指示等（本年4月末まで）が出されたことがある区
域で産出された以下のものの減収分等
・農林産物（食用のみ、畜産物除く）：
福島県、茨城県、群馬県、栃木県、千葉県(一部)
・畜産物（食用のみ）、水産物（食用のみ）：
福島県、茨城県

○観光業
・少なくとも福島県に営業拠点がある観光業
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（御参考） いろいろな問題に関する御相談窓口一覧

○原子力事故及び放射線安全に関する御相談

原子力安全・保安院
原子力安全広報課

電話 ０３－３５０１－１５０５
０３－３５０１－５８９０

受付 ８：００～２２：００

○放射線に関する御相談

（独）日本原子力研究開発機構 電話 ０１２０－７５５－１９９ 受付１０：００～２１：００

（独）放射線医学総合研究所 電話 ０４３－２９０－４００３ 受付 ９：００～２１：００

福島県相談窓口 電話 ０２４－５２１－８１２７ 受付 ８：３０～２１：００

○医療機関に関する御相談

福島県 地域医療課 電話 ０２４－５２１－７２２１ 受付 ８：３０～１７：１５

○医薬品に関する御相談

福島県 薬務課 電話 ０２４－５２１－７２３２ 受付 ８：３０～１７：１５

○農林水産業（流通、営農、資金など）に関する御相談

農林水産業の被害相談窓口 電話 ０１２０－３５５－５６７ 平日 ８：３０～２２：３０
土日祝９：３０～１７：００

水産庁水産業復興ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援ﾁｰﾑ 電話 ０３－６７４４－０５０８ 平日 ９：００～１９：００

福島県 農林企画課 電話 ０２４－５２１－７３１９ 受付 ８：３０～２１：００

○被災者の住宅に関する相談

住宅金融支援機構(低利融資） 電話 ０１２０－３３０－７１２ 平日 ９：００～１７：００

福島県 土木部建築住宅課 電話 ０２４－５２１－７６９８ 受付 ８：３０～２０：００

○教育に関する相談

福島県 教育総務課 電話 ０２４－５２３－１７１０ 受付 ８：３０～１７：１５

○経営・労働等に関する相談

中小企業電話相談ナビダイヤル 電話 ０５７０－０６４－３５０ 受付 ９：００～１７：３０中小企業電話相談ナ ダイヤル 電話 受付

福島県 団体支援課 電話 ０８０－２８０７－７０１７ 受付 ８：３０～１７：１５

○公害（水、大気、土壌）に関する御相談

福島県 水・大気環境課 電話 ０２４－５２１－７２５６ 受付 ８：３０～１７：１５
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ラジオ番組「守ります！福島 ～政府原子力被災者生活支援チームQ＆A～」
福島原子力発電所に関する不安や、避難されている皆様の生活支援に関する疑問・質問にお答えする番組を放送

しています。メールやFAXで皆様からの御質問を受け付けております。ご活用下さい。
ラジオ福島（月～金 14:20～14:30、土 17:15～17:25、日18:20～18:30） FAX 024-535-3451
ふくしまFM（月～木 17:10～17:20、金 18:30～18:40、土日14:55～15:00） FAX 024-991-9800
※ラジオ福島（http://www.rfc.jp)、ふくしまFM（http://www.fmf.co.jp/)のホームページでも聴取可能です
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